
就業区分 内容 就業上の措置内容例

通常勤務 － －

就業制限

勤務に制
限を加え
る必要の
あるもの

労働時間の短縮、時間外労
働の制限、就業場所の変
更、深夜業の回数減少、昼
間勤務への転換措置など

要休業
勤務を休
む必要の
あるもの

療養のため、休暇、休職等
により一定期間勤務させな
い措置など

★医師による意見聴取の内容（個人票等への記入例)

 

定期健康診断結果による有所見率の改善に向けた取り組み 
【事業者、健康管理担当者、労働者の皆様へ】 

 
 

【はじめに】 
 

●定期健康診断の結果、何らかの異常所見を有する労働者の割合（有所見率）は増加傾向にあ
り、健康確保の観点から、健康診断実施の徹底と健診結果に基づく保健指導や事後措置の適
切な実施、長時間労働による疲労の蓄積の防止を図ることが重要となっています。 

 

●脳・心臓疾患（くも膜下出血・脳梗塞・心筋梗塞・狭心症等）による労災支給決定件数は高
水準で推移しており、多くの労働者が生活習慣病と総称される高血圧症・高脂血症・糖尿病
等に罹患するか、又はその予備群になっています。 

 

●脳・心臓疾患の発症に関しては、生活習慣病や長時間労働による疲労の蓄積が下地となって
おり、「血圧」・「肝機能」・「血中脂質」・「血糖」・「尿中の糖」・「心電図」等の各検査項目にお
ける異常所見に深く関係していることが医学的に認められております。 

 

●定期健康診断結果による有所見率の改善については、事業者が行う各種対策をはじめ、労働
者自身も有所見を改善するという自覚を持って日常生活を送っていただく必要があります。 

 

以下では、『労働安全衛生法』及び『健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指
針』等に基づき、事業者が有所見率改善のために取り組むべき事項について解説いたします。 
各事業者におかれましては、下記の【１～６】に記載された事項を主として、計画的かつ効果
的な実施を図っていただき、労使が一体となって有所見率の改善に向けた各種対策への取り組
みをお願いいたします。 

記 

 

【１】衛生委員会等における調査審議 【労働安全衛生法第１８条 労働安全衛生規則第２２条】 
・衛生委員会（又は安全衛生委員会）において、労働者の健康障害の防止及び健康の保持増
進に関する重要事項について調査審議しなければなりません（議事録周知・要保存）。  

・具体的には、①定期健康診断の結果に対する対策の樹立、②労働者の健康保持増進を図る
ための実施計画の作成、③長時間労働者の健康障害の防止対策、④労働者の精神的健康の
保持増進を図るための対策、等について調査審議する必要があります。 
ẑ ệỂצּ ךּףּ ḭ ṕ Ṗ טּ

ḭצּ פּ ︣ ḭ ṕ ḭ ḭ

Ṗ וֹ שּ Ḯ  ṕךּאל Ḳ Ễễ ỄṖ 

 

【２】健康診断の結果について医師等からの意見聴取 【労働安全衛生法第６６条の４】 
・定期健康診断の結果、検査項目に異常の所見があると診断された労働者については、当該
労働者の健康を保持するための必要な措置について、医師（又は歯科医師）の意見を聴かな
ければなりません。 
ẑֿכֿכ לּךּ ḭ① ḭ②  

ḭ③ ễ כֿ טּ ḭ ︡  

ךּ ḭ ︡  

שּףּ טּצּ ︣Ḯ 

ẑ פּ ḭ ḱ  

צּ ︣ וֹףּ ḭ  

︣ ︡ ︡ ḭ 

טּצּ אל ︣Ḯ 
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ṕ 3 ị Ṗ 

徳島労働基準監督署 



【３】健康診断実施後の措置 【労働安全衛生法第６６条の５】  
・上記２の医師等から聴取した意見を勘案し、必要がある場合には当該労働者の実情を考慮
して、①就業場所の変更、②作業の転換、③労働時間の短縮、④深夜業（時間外・休日労
働等）の制限などの業務負担を軽減する措置を講じるほか、作業環境測定の実施、施設・
設備の設置又は整備、医師等の意見の衛生委員会（安全衛生委員会）への報告と適切な措
置を講じなければなりません。 

 

【４】健康診断の結果の通知 【労働安全衛生法第６６条の６】 
・定期健康診断を実施した労働者に対し、異常の所見の有無にかかわらず、その結果を遅滞
なく通知しなければなりません。 

 

【５】保健指導の実施 【労働安全衛生法第６６条の７】 
・定期健康診断の結果、健康保持に努める必要がある労働者に対しては、医師又は保健師に
よる保健指導を行うよう努めなければなりません。 
ẑ ḭ ḭ ︣ ḭפּ  ︣

ḭ ḭ וֹ כֿ צּ ︣Ḯ 

ṕ Ṗ ḱḱḱ ṇḱ ︡ ṕể ễ ṖḮ 

ḱ ḱḱḱ וֹףּ ( )ḱ Ḯ 

ḱḱḱể 20ṌễỂ ( Ṗ Ḯ 

 

【６】健康教育等の実施 【労働安全衛生法第６９条】                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
・労働者に対する健康教育及び健康相談、その他労働者の健康の保持増進を図るため必要な
措置を、継続的かつ計画的に講ずるように努めなければなりません。 

 

●健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針            

 
 

 

★定期健康診断の事後措置などに「地域産業保健センター」をご利用ください（無料）。 
産業医が選任されていない５０人未満の小規模事業場を対象に、①健康診断結果に基づく医師
による意見聴取、②脳・心臓疾患の高リスク者への保健指導、③治療と就労の両立に関する相
談・助言、④メンタルヘルス不調者に関する相談・指導、⑤長時間労働者への医師による面接
指導などの健康相談や保健指導に係る産業保健サービスを無料で提供しています。 
【お問合せ先】 〒770-0847 

       徳島市幸町3-61 徳島県医師会館３階 
徳島産業保健総合支援センター 
ＴＥＬ：０８８-６５６-０３３０  
ＦＡＸ：０８８-６５６-０５５０  

 
 

 
 
 

《スローガン》 ׄׄ ֻֻ     ββ∆∆  

〔参照〕令和３年全国労働衛生週間実施要綱（中央労働災害防止協会） 

『全国労働衛生週間』とは、働く人の健康の確保と増進を図り、快適に働くことができる職

場づくりに取り組む週間のことで、昭和 25 年から毎年実施され、今年で第 72 回目を迎えま

す。この労働衛生週間を機に、健康づくりへの一層の取組をお願いします。 

   

 

 

27 12 50   50  

第７２回 全国労働衛生週間 
本週間：10月1日～7日（準備期間：9月1日～30日） 

★★９９月月『『職職場場のの健健康康診診断断実実施施強強調調月月間間（（厚厚生生労労働働省省））』』  
「「医医療療保保険険者者ととのの連連携携」」とと「「新新型型ココロロナナウウイイルルスス対対策策」」をを！！  
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